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巻　頭　の　ご　挨　拶　

関西支部長　大石　哲夫　
　激しい暑さの続いた夏も過ぎ、朝夕、涼しさが感じられる季節となりましたが、台風とその影響に伴う局所豪雨が日本のみでなく、東南アジア、台湾、中国でその被害が報道されており、地球温暖化の影響が出ているのではないかと気になっています。

　今回、コストの窓の小特集のテーマとして「人口減少」を取り上げる事となりましたが、今後の日本の経済、ひいては日本の総合的な国力を左右する基本につながるテーマであると思います。会員の皆様から、各方面からのご意見を色々出していただき、活発な議論につなげていくことを期待しています。

小特集：　人口減少
人口減少について
荒木　清士　
国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来人口推計」によると、今後40年間に総人口は、現在よりも30%近く減少し、8,000万人台に、そして、我が国の経済社会に深刻な影響を与える生産人口年齢（15～64歳）も、現在の約半分4,600万人程度になると、見込まれている。

そこで、政府は、アベノミクスの一環として、少子高齢化に伴って、激減する労働人口の穴埋め策として、移民の大量受け入れ（20万人/年）の検討を始めた。

確かに、高度な技術、技能を有し、日本語でのコミュニケーションが可能な人材を受け入れる事が出来れば、日本の経済成長を促進し、労働者の社会保障負担を軽減し、財政安定化にも寄与する等、好結果が期待出来るが、実際は、移民に、担い手不足の農業や、労働集約的な看護や、福祉サービスに従事する事を期待する傾向が強い。

一方、日本にいる外国人労働者約80万人の中、高度人材は、その中の約25%に過ぎないというのが、実情である。

ドイツでは、60年代に受け入れたゲスト・ワーカーが、有期滞在（数年）を前提としたローテーション型の受け入れを無視し、定住してしまい、高い失業率と、集住化、閉鎖的コミュニテイの形成等を通し、治安の悪化、学級崩壊、移民二世の高失業率等、深刻な社会問題を生んだ。

この事から、現在の欧州先進諸国の移民政策を見ると、英国：ポイント制、オランダ、ベルギー：所得基準制、ドイツ：職種限定制等、高度・中度人材の受け入れに注力しており、単純労働者の受け入れには慎重である。

人種、文化の多様性、日本人の閉鎖性を考えると、移民政策よりも、先ず、スエーデン、フランスに見る如く、出生率（現在日本：1.4）アップを目指し、家族政策の改革、改善に真剣に取り組む事により、少子化問題と向き合うべきと考える。

人口減少について

　　澤田　弘道　

人口減少は避けられないので、どう対処するか前向きに考えてみる。
・経済成長への影響
　人口減少は消費の減少によりＧＮＰ減少をもたらし、国力の衰退に及ぶという意見があるが、これへの反論がある。一人当たりの生活水準を上げて消費を拡大し人口減少を相殺する。生活水準を上げるには相当の知恵が要るが、不可能ではない。
・労働力の減少
　労働力には質的なものと量的なものがある。まず、質的なものに着目すると女性力の活用を考えねばならない。学校終了時点での学力に男女差はほとんどない。税金も含め巨額の教育投資を投入し高度な知的水準にまで社会が育成した女性が、家庭の外でも社会的価値を創りださなければ、日本経済に巨大な損失を生む。日本は女性の活躍水準として、国際的にみて最も遅れた国の一つである。たとえば、「男女格差報告2013」（世界経済フォーラム）によれば、日本の順位は対象国136カ国中105位であり、前年よりも4つ順位を下げ、2006年に始まったこの報告で過去最低の順位となった。これは、我が国の社会が、人々の働き方に関する意識や環境において社会経済構造の変化に必ずしも適応しきれず、仕事と生活が両立しにくい現実を反映していると思われる。女性がやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果す一方で、子育て、介護の時間や家庭、地域、自己啓発にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生活ができるよう、仕事と生活双方の調和の実現が求められる。

量的なものについては、機械化、自動化だけでなく、今以上の外国人労働力の導入もやむをえない。
・年金財源の減少
　年金保険料を払う世代が減少し受給世代の人口が相対的に増えることから、若年層の年金離れが生ずるとも言われている。経済が成長すれば支払う保険料が増える。この問題も経済成長の方向が鍵を握っているので運営は格段の配慮が必要になる。負担が一方の世代に偏らないように制度の柔軟な調整は必要になる。既得権者だけが有利な制度は議員が選挙で投票率が高い高齢者を意識しているためであるが、いずれ破綻すると思われる。

日本の人口減少について

大石　哲夫　
日本の人口は本年9月で約1億2700万人であり、現状のまま推移すると、2050年には9700万人程度になると推定されている。また、現状27％程度の高齢化率（65歳以上の人口割合）は今後も上昇するとともに、現状約7700万人の生産人口（15歳～64歳の人口）は更に減少し、2050年には夫々31％、5000万人になると推定されている。(平成24年　国立社会保障・人口問題研究所発表資料を参考に概算推定)

一方、世界の人口は現在約72億人であり、2050年には約92億人になり、特に、アジアとアフリカの人口増加は大きいと予想されている。

日本の人口減少の主な原因は出生率の低下にあり、これは女性の平均初婚年齢が1970年で24.2歳であったのが、2012年で29.2歳になったことにもよると言われている。（平成25年9月　明治大学　加藤教授発表）

この対策について各所で検討されているが、その主なものを取り上げて考えてみる。

第一に、上記の通り日本以外のアジア諸国では人口が増加するので、従来からも実施されているが、アジア地域からの労働力受け入れを増加することである。これにより日本での労働力増加につながる。

第二に、出生率低下を防止するための職場労働環境の改善である。職場における女性の地位向上と同時に育児しやすい労働環境を作ることが有効である。

第三に、地域産業の活発化を行い、地域の人口増加を図ることが必要である。従来、都市への人口集中により、企業の生産性向上を図ってきたと見られるが、今後は、農業、林業などの地域産業を活発化することが重要である。

以上の対策については、政府、都道府県、企業などで取り上げられているが、我々も、身近な問題として考え、対応することが必要である。

人口減少について

岡本　政義　

人口は多いほどよいとは限らない。人口減少は恐れることはないと考えている。人口密度からみてみると、日本は19位336人／km2、イギリスは30位263人／km2である。イギリスは個人旅行でよく訪問し最も親しみのある国である。我が国の64％の国土をもつイギリスであるが、我が国の人口は、イギリス並みの人口密度として一億程度でよいと思う。

ＧＤＰランキングで中国に抜かれ、一人当たりのＧＤＰもトップクラスでなくなった。しかし一昨年国連が発表した「包括的富」というストックの指標でみると日本は総額で米国に次いで2位、一人当たりは世界一とのことである。これはＧＤＰのような短期的な経済発展を基準とせず持続可能性に焦点をあて、長期的な人工資本（機械、インフラ等）、人的資本（教育やスキル）、自然資本（土地、森、石油、鉱物など）をふくめた国の資産全体を評価し数値化したもので、この新しい指標は持続可能な社会の構築という観点から世界的に注目されているとのことである。

我が国の強みを認識し、孫子の兵法ではないが、自らの戦力を得意分野に集中し少数精鋭にて事にあたることが重要であり人が多いほどよいとは限らない。その点、我が国は技術立国であり多くのすぐれた強みをもっている。枚挙にいとまがない。人的資本の強化により、その地位を不動のものにしたいものである。

人口減少に関連して思うこと
佐藤　克朗　
新聞に掲載されない日は無いと言っても過言ではない今回のテ－マ、やはり一番身近に感じるのは、僅かずつではあるが、年金の減少、100％年金生活を前に気になって当然の事と受け止めながらも、子供3人、孫7人を抱える身としては、現役世代の掛け金の増加も気になる。
世界的には、人口増加に拍車が掛かる国もあるが、日本の場合は大きな問題として、政府対応も本格化してくると思われるが、肝心の世代相の気持ちが変わらない限り、大きな期待は持てない気がする。
仕事柄気になるのは、エンジニアリング会社における、原子力技術者保持の問題である。
廃棄物処理のプラントも軒並み、東日本震災以降は、耐震の問題も含め数年延期を余儀なくされた状態で、技術者確保は大きな問題として、企業にプレッシャ－をかける。
手の内に入った案件も数年単位の延期は、当面する仕事が無いのに、人だけは抱え込まざるを得ない現実に、体力の限界を感じる。
今日も6名の退職者（外注も含め）を送り出す。
手放せば、再スタートする時に支障を来すのは歴然とした事実で、最近は原発再稼働の動きが出てきて、少しは廃棄物処理の建設に光が見える感じを抱くものの、しばらく時間が掛かるのは仕方がない事である。
ゴ－が掛かるまで耐えられるのか、コスト意識まで要求される技術者には、ますます少数精鋭主義の拍車が掛かる。
私が定年後5年間お世話になった会社も、社長兼プラントサ－ビス部長、工務室長、品質管理室長という組織になっていた。
結局少数精鋭のキ－マンが居て、必要に応じて外注の専門技術者を雇い、動き出したらこの体制で乗り切ろうという組織が見え隠れする。
これが、今回のテ－マに？と疑問を抱かれるかも知れないが、人口減少の環境下で、原子力の怖さが浸透した今回の出来事は、原子力分野に興味を抱く若者が減少する事に拍車がかかり、じわり、ボデ－ブロ－で効いてくるのでは、と思うのは、私だけだろうか。
人口減の前に、過疎と集中について
増田　寿男　
日本の人口は、1億2800万人をピークとして減少に転じている。このピークは非常に緩やかなものであり、出生数が年間百万人に減る少子化と、高齢者の平均余命が3年に1歳延びる長命化が相殺している。今後は、人口構成の高齢化が進んで人口減が加速する。
経済力と雇用において、地方の過疎化と都市への集中が進み、特に、産業、官庁、学校は首都圏へ一極集中している。この動きは、以前から連綿と進行しており、今後は人口減とともにさらに深刻な状況が予想される。人口減の前に、過疎と集中について述べる。
戦後の経済力の集中を概観する。戦後復興は、4大工業地帯（京浜、中京、阪神、北九州）から始まった。高度成長期には、地方の農村から3大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）へ、集団就職で若者が移動した。経済が成熟してからは、首都圏への集中が目立ち、中部圏も健闘している。ちなみに、電力会社の発送配電の設備規模を、東京：中部：関西：九州：その他で比較して、九電力設立時（昭和26年）の2：1：2：1：3が、現在は2：1：1：0.6：1.5となっている。その間の需給の伸びは、ざっくり言って、東京電力と中部電力が100倍、他の電力会社が50倍であり、地域間の経済力で2倍の格差発生を意味する。
各都市圏での人口の集中状況をみると、首都圏では、勤務先が東京都区部に集中し、横浜市を含めて昼間人口が常住人口を超える主な都市はない。中部圏では、名古屋市に集中しているが、昼間人口が多い地方都市も存在する。近畿圏では、大阪市が主で、京都市と神戸市があり、昼間人口が多い地方都市も存在する。東京都区部は、全国的にも首都圏の中でも一極集中の典型となっている。
地方の過疎化は、国民年金の全額国庫負担の福祉年金となる部分で明瞭である。都道府県別全額免除割合（平成24年度厚生労働省資料、分母は1号被保険者）において、小さい30％未満は、関東地方の全7都県と中部地方の東海4県および長野、富山であり、大きい40％以上は、四国地方の南側３県と九州地方の南部3県および沖縄である。その他の道府県は、近畿地方も含み、中間の30％台となっている。なお、全国平均は、前年度から1.6ポイント増えて32.0％である。
編集後記

富阪さん、お疲れさま。長らく編集長をされましたが、今回から増田に代わります。
久しぶりに、編集を担当しますので、みなさま、よろしくお願いします。
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